
平成22年度一般会計予算／歳入

（３）歳入

　○歳入款別前年度比較

　　平成22年度一般会計当初予算歳入総額572億円を款別（科目別）に分類すると第2表

　のとおりとなります。

【第２表　歳入款別前年度比較表】

科目の区分

30,637,567 53.8

（％） （千円）

増減率

（％）
構成比

市 税 ▲ 913,039 ▲ 3.029,724,528 52.0

▲ 4.8

▲ 7,500 ▲ 10.266,000

地 方 譲 与 税 552,000 1.0 580,000

0.1

（％）

増減額

（千円）

1.0 ▲ 28,000

平成22年度 平成21年度

当初予算額 構成比 当初予算額
（千円）

0.1 ▲ 6,000 ▲ 15.4

0.1 73,500

配 当 割 交 付 金 33,000 0.1 39,000

利 子 割 交 付 金

0.1 ▲ 45,0000.0 56,000

0.4 ▲ 10,000

▲ 80.4

地方消費税交付金 1,590,000 2.8 1,700,000 3.0 ▲ 110,000 ▲ 6.5

株式等譲渡所得割交付金 11,000

▲ 4.0

自動車取得税交付金 250,000 0.4 350,000 0.6 ▲ 100,000 ▲ 28.6

ゴルフ場利用税交付金 240,000 0.4 250,000

0.6 ▲ 190,5910.2 313,388

0.1 ▲ 4,000

▲ 60.8

地 方 交 付 税 1,815,000 3.2 1,515,000 2.7 300,000 19.8

地方特例交付金 122,797

▲ 13.3

分担金及び負担金 2,069,786 3.6 2,262,060 4.0 ▲ 192,274 ▲ 8.5

交通安全対策特別交付金 26,000 0.0 30,000

1.5 166,9941.8 847,001

3.0 457,048

19.7

国 庫 支 出 金 6,619,221 11.6 5,972,042 10.4 647,179 10.8

使用料及び手数料 1,013,995

27.1

財 産 収 入 209,939 0.4 147,672 0.3 62,267 42.2

県 支 出 金 2,144,321 3.7 1,687,273

0.0 ▲ 53 ▲ 1.7

繰 入 金 1,943,061 3.4 1,862,673 3.3 80,388 4.3

寄 附 金 3,022 0.0 3,075

0.9 0 0.0

諸 収 入 2,521,630 4.4 2,498,549 4.4 23,081 0.9

繰 越 金 500,000 0.9 500,000

9.7 169,500 3.0

100.0 300,000 0.5歳 入 合 計 57,200,000 100.0

市 債 5,744,700 10.0 5,575,200

56,900,000
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○自主財源・依存財源

　歳入は、「自主財源」と「依存財源」に分類することができます。

　自主財源が多いほど、行政活動の自主性と安定性を確保できるとされています。

　自主財源は、市が自主的に収入することができる財源のことで、市税、分担金及び負
担金、使用料及び手数料などがあり、今年度は379億9千万円で、前年度と比較すると7
億7千万円の減額となり、歳入全体の66.5％を占めています。

　依存財源は、国や県の意思によって定められた額を交付される財源のことで、国・県
支出金や地方債などがあり、今年度は192億1千万円で、前年度と比較すると10億7千万
円の増額となり、歳入全体の33.5％を占めています。

　第４図は自主財源・依存財源の内訳、第５図は自主財源・依存財源の推移を示してい
ます。
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○市税

　歳入の根幹をなす市税は、前年度と比較して全体で約9億1,304万円（△3.0％）の減
額となる見込みです。

　これは、固定資産税においては、6億3,483万円の増が見込める一方で、企業の業績悪
化により、法人市民税が△13億2,945万円減することなどによるものです。
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【第３表　市税前年度比較表】

【用語解説】

　　主な市税

平成21年度
当初予算額

増減率
（％）

増減額

（単位：千円）

9,591,598 11,030,351 ▲ 1,438,753 ▲ 13.0

鉱　産　税

特別土地保有税

入　湯　税

固定資産税

平成22年度
当初予算額

7,606,354

18,794,382

941,248

14,001

市たばこ税

軽自動車税

個　人

法　人

市　民　税

18,159,553 634,829 3.5

180,433 174,202 6,231 3.6

7,715,657 ▲ 109,303 ▲ 1.4

1,985,244 3,314,694 ▲ 1,329,450 ▲ 40.1

13,903 98 0.7

1 1 0 0.0

1,059,930 ▲ 118,682 ▲ 11.2

460 460 0 0.0

名　　称 説　　　明

　住民の日常生活に直接結びついた身近な仕事の費用をそれぞれ
の負担能力に応じて分担し合うという性格の税金です。個人と法
人があり、均等の額を負担する均等割とその人の所得金額に応じ
て負担する所得割（法人の場合は法人税割）から構成されていま
す。

　毎年1月1日に土地、家屋、償却資産（これらを総称して「固定
資産」といいます。）を所有している人に課される税金で、その
固定資産の価格をもとに税額が算定されます。

市　民　税

固定資産税

199,167 3,238 1.6

29,724,528 30,637,567 ▲ 913,039 ▲ 3.0合　　　計

都市計画税 202,405
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○地方債

　第８図は、地方債の推移を示しています。

　前年度との比較では、野球場整備事業、成田新高速鉄道整備事業、新清掃工場整備事
業などで減額となったものの、公津の杜複合施設整備事業、市街地再開発事業、小学校
普通教室エアコン整備事業などで増額となったことにより、全体では約1億6,950万円
（3.0％）の増額となりました。

　地方債は、小中学校建設事業や公園整備事業などの大規模な社会資本整備事業の財源
となっています。


